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はじめに
　どこの国の人間でも、自国の歴史を学ぶ。特に近代史は今の我々の生活する現代に直結しやすく、学習にお
ける比重も大きい。この点は、日本も例外ではない。近年の日本の高等学校では、日本史の授業において、原
始時代を最後に学習するクラスも存在する。これは特に、受験を控える 3年生が入試試験で出題される近代史
に早い時期から対応ができるための手法である。
　今も昔も、私たちは教科書に記述されている歴史の概要およびその説明を、ほとんど抵抗・違和感なく読み
進めている。そうでなければ、授業の進行に直ちに支障をきたしてしまうだろう。一見当たり前のように感じ
る事柄ではあるが、日本は 1945年の終戦直後から、近代史の記述に関するせめぎ合いが激しかったと言える。
そしてそれは構造を多少変えながらも、現在も続いているのである。
　これは、上で指摘した「近代史は現代に直結する」という性質から、時の政府から干渉を受けやすいという
特質が存在するからである。特に近代史における日本は、帝国主義のもとアジアを植民地下においた歴史的事
実があり、その事柄を学校教育における教科書で生徒にどのように教えるか、日本政府はその内容に敏感にな
る。
　当然ながら、日本政府としては、過去の植民地政策などにおける侵略性の曖昧化を図ろうとしたり、時には
隠蔽しようともする。その様な近代史叙述に反発し、政府と対立してきたのが、いわゆる「戦後歴史学」であ
る。
　戦後歴史学とは、大まかに言えば、終戦直後に設立された戦後日本最初の歴史学研究の集団であり、マルク
ス主義史観を軸にして日本の歴史を研究する大きな組織である。また、この研究母体の大きな特徴としては、
日本の学校（小学校・中学校・高等学校）における歴史授業教育の現場に直接的に関与し、その影響を大きく
与えたという点である。即ち、戦後の日本の歴史教科書は、この戦後歴史学の研究成果なども反映させてきた
と言える。
　戦後歴史学の人々が日本政府と対立するきっかけとなったのは、教科書検定という制度が主な原因である。
1965年から始まり、30年以上続いた、いわゆる「家永三郎教科書裁判（第一次訴訟から第三次訴訟）」がその
最たる例であろう。これら両者の主張する異なる歴史観が、戦後から一貫して衝突し続けてきたのである。
　本論は、こうした一連の日本政府と戦後歴史学の教科書の記載内容に関するせめぎ合いも含めた日本国内に
おける近代史の研究がどのようになされ、また変遷していったのか、その過程を浮き彫りにすることを主眼と
している。
　具体的な内容としては、戦後歴史学と一言でいっても、そこに所属する研究会・団体は膨大であるため、今
回はその一組織である「歴史学研究会」の活動に焦点を当てる。この学会は、戦後の日本において最初に設立
された歴史学に関する研究会であり、戦後歴史学を代表する人物も多く所属している。従って、考察の対象と
して適切であると考えている。
　また、近代史の内容に関しては、論争が起こりやすいアジア・太平洋戦争前後の時代に限定することにし
た。考察する期間としては、戦後歴史学の人々が戦後から基礎概念としていたマルクス主義歴史学が、1991
年のソヴィエト連邦解体によって崩壊あるいは変質するまでと規定した（注 1）。
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1.「戦後歴史学」成立の過程
　1945年 8月 15日における敗戦は、それまで日本の歴史学、歴史教育に台頭していた「皇国史観」の清算も
意味していた。天皇を中心とした歴史の叙述は占領軍であるアメリカによって否定され、その年の 12月 31日
に修身・日本史・地理の授業を停止する旨の指令が連合総司令部によって発せられた。
　日本国内においては、1945年 10月 4日に治安維持法・国防保安法の廃止と政治犯釈放がなされ、10日に共
産主義者を中心とする政治犯約三百名が釈放された。本論で考察する歴史学研究会のメンバーの中には、この
時の被検挙者である羽仁五郎、鈴木正四、野原四郎、倉橋文雄が含まれていた。
　上記の事柄より、同じく歴史学研究会の重鎮の一人である永原慶二は同研究会が「おのずから戦争に批判的
な若い研究者の集まる場所という性質をもっていた」と指摘する（注 2）。
　これらの人々が、1945年 11月 10日と 12月 1日の二回にわたる国史教育再検討座談会を開いたことが、歴
史学研究会のすなわち戦後の歴史学学界における最初の行動であったとされている。
歴史学研究会の人々が初めに掲げた目標は、言うまでもなく、「皇国史観」の早期克服と新たな歴史学の手
法の模索であった。特に後者において、歴史学研究会は天皇制批判に力点をおいた。これは、そこに所属する
大多数の人々がマルクス主義史観を信奉していたことも要因であった。
　君主制を批判するマルクス主義史観は、天皇制の反人民性を批判し告発するという企図が強く現れていた。
1946年 6月の歴史学研究会総会で決定された綱領には、「歴史を人民の立場に立って把握するという歴史観」
と「歴史家は人民の中に入り、その研究成果をもって人民に奉仕するという歴史研究者の社会的責任」という
二つの問題を盛り込んだ。このことから、その特色は天皇をはじめとした支配者から見た歴史観から脱却し、
被支配者である人民の視点から描かれる歴史像を目指していたことが窺える。
　戦後の歴史学に携わった人々の多くが、こうしたマルクス主義史観を採用することは決して不思議なことで
はなかっただろう。その最大の要因は、「皇国史観」が当時の日本政府に都合よく利用されていたことを戦後
の早い段階から日本国民全体が自覚していたことである。
　歴史学研究会の発足人の一人とされている遠山茂樹は、戦中の日本の歴史学を客観性の欠如した「非科学
的」な学問であったと指摘している（注 3）。これからの日本の歴史学は、「科学性」を重視し、実証研究に徹す
るべきであるとする遠山の主張は、歴史学研究会のみならず、戦後歴史学全体の共通理念となっていった。
　さらに 1946年末には、歴史学研究会の中に歴史教育部が設置され、翌年からの教育改革に備えて日本教職
員組合の協力を得て、学校教科書の作成に着手することになった。戦後歴史学の人々がここまで日本史の授業
に関心を持ったのは、戦前・戦中において政府の歴史教育介入を阻止することができず、全面戦争に突入する
ことを許してしまったという反省からきていた。その最大の要因は、自分たち歴史学者が政治や教育の舞台に
関与しなかったからであり、戦後の歴史学者は積極的にこれらに参加しようという意志が形成されるようにな
っていた。
　以上のような理念を設定した戦後歴史学、すなわち歴史学研究会ではあったが、研究活動の課題は 50年代
から散見されるようになってくるのである。
2．『昭和史』論争から見えた歴史叙述の課題
　歴史学研究会は、1950年には『日本の歴史』という研究会独自の教科書を出版していた。実証主義の下の
「科学性」に富んだ教科書を目指した歴史学研究会ではあったが、マルクス主義理念を多分に含んでいたため、
その内容は帰結的に「社会主義・共産党の礼讃」に陥っていた。『日本の歴史』もその例外ではなく、節のタ
注 1：須田努『イコンの崩壊まで』青木書店（2008）p.8
注 2：永原慶二『20世紀日本の歴史学』吉川弘文館（2003）p.141
注 3：遠山茂樹『戦後の歴史学と歴史意識』岩波書店（1968）p.48
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イトルが「中日戦争」となっているなど、人民の歴史ではあっても、社会主義者や共産党員の視点から見た歴
史叙述が目立つ。
　こうした動向は、歴史学研究会全体に見受けられる。その端的な例として、同研究会の機関誌である『歴史
学研究　第 138号』（1949年 3月）におけるオカモト・サブロウの論文『抗日民族統一戰線の形成過程』を挙
げることが出来る。
　題名からして、その内容に予想はつくかもしれないが、オカモトのこの論文は日中戦争における抗日戦線の
考察を通じて中国共産党の偉業を主張しているのである。今の時代で考えるならば、日本の侵略によってどれ
ほどの中国の人々が苦しめられたか、という論旨で述べられるかもしれない。しかし、この論文からそのよう
な点は見出し難い。オカモトは以下のことを指摘している。
いま中國では、いっさいの大資本家・大地主・軍閥・官僚を排除し、人民の生活を開放して向上發展させ
るあたらしい民主主義の國家が、（中略）うまれつつあるということである。そしてこのあたらしい中國
は、とりわけ日本にたいし、2度とあのような侵略國家とならないように、きびしく見まもるであろう。
また同時に日本が眞の自由平和な獨立國家となるように、日本人民に期待するであろう。（注 4）
　このことからも分かるように、50年代初期において、歴史学研究会では歴史を考察する過程で社会主義あ
るいは共産党を礼讃する風潮が存在していた。こうした歴史叙述は身内の機関誌などでは大きな問題にはなら
なかったが、それは大衆が読む書物として出版されたとき、大きな論争が沸き起こった。それが 1956年の
『昭和史』論争である。
　1955年に今井清一、藤原彰、遠山茂樹らが執筆した『昭和史』は岩波新書という大衆向けの大手出版社か
ら上梓されたこともあり、人々の注目を集め、ベストセラーとなった。
　しかし、翌年 3月の『文藝春秋』にて亀井勝一郎が先の『昭和史』の歴史叙述に批判を行ったことをきっか
けにして、「歴史の叙述とは、如何にあるべきか」という論争が勃発した。
　亀井は『昭和史』の歴史叙述を「悪文」と論断し、以下の点を指摘した。それは、新しい歴史学ともてはや
されているマルクス主義史観（亀井の文章では唯物史観）も、皇国史観と同じように型にはまった無味乾燥な
史書であり、その原因は、人間を描いていないということである。亀井はその例として、『昭和史』が「支配
階級」という抽象概念による類型化を挙げる。戦争による惨禍を全て「支配階級」に罪を着せることは可能で
あるか、また、「支配階級」とは対置する共産主義者の戦いは全て正しかったのか。亀井は統計的な実証力だ
けが発達して、人間性についての実証力が衰弱していることに警鐘を鳴らしたのである。
亀井の指摘した「人間不在」の歴史叙述という批判に対し、遠山は現代史研究の客観性が保証される立場
は、労働者階級の前衛党の立場だと述べ、これが現代史を、天皇制と日本共産党との対抗を軸に描いた理由で
あると説明した。
しかし、遠山らはこうした数々の批判を極めて誠実に受け止めた。それは、彼らの学者としての良心もあ
るだろうが、これまでも歴史学の中で社会構成史を軸にして考えるマルクス主義史観が人間を描いていない、
大衆の複雑な性格を捉えていないといった発言がなされていたからであろう。
今井、藤原、遠山たちは 59年に『昭和史』を修正、加筆して再出版した。そこには、科学としての歴史学
が人間を描くとは具体的にどういうことなのか、という根本的な問いを真剣に考えようとする姿が映し出され
ていた。そして、この歴史叙述こそが、歴史学の問題として大きく取り上げられていくことになる。
3．「近代化」論の登場と戦後歴史学の苦悩
　『昭和史』論争によって、歴史をいかに叙述するかという問題関心の高まった戦後歴史学であったが、1961
年『中央公論』9月号のいわゆる「近代化」論の登場によって、歴史の捉え方という面に再び焦点が当てられ
注 4：歴史学研究会編『歴史学研究　第 138号』（1949）p.2
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た。
　この「近代化」論とは、新たに駐日大使に就任したライシャワーと経済学者の中山伊知郎の「日本近代化の
歴史的評価」と題する談話のことである。この談話の要旨は、日本の戦後民主主義の基盤は明治維新から
1941年（太平洋戦争）にいたる期間に作られており、日本の近代化はヨーロッパが数世紀を要したことを数
十年で達成し、西欧社会の外で近代化を達成した最初の国であるとする。また、日本の家族制度は中国のもの
よりも近代化された形態に近く、この点をもって日本を先進国とみなし、中国との違いを大きく評価してい
る。
　ライシャワーはこの対談後にも、いたる所で上の趣旨の歴史論を講演し、雑誌などで彼の論文が掲載される
機会が増えるにつれ、この「近代化」論は日本国内浸透していった。
　これら一連の「近代化」論に対する歴史学研究会の反応は、全体的に見て冷ややかなのもであった。遠山、
永原をはじめとした会員たちは、アメリカのアジア政策と日本のアジア政策をより緊密に結合させることへの
国民の合意を引き出すための政治的発言にほかならないという見解で一致した。それは、日本と中国を比較
し、中国を独裁的統制と全体主義的制度による中国共産党の近代化は大きな失敗を犯しているという論結が反
発を招いたことは想像に難くないであろう。遠山ら戦後歴史学の人々にとって中国とは上述したオカモト論文
のように、理想とする国家像であったのであり、それはこの時代においてもまだ定着していた。
　しかし、1956年 2月におけるソ連内部によるスターリン批判や「自由化」を求めたハンガリーに対するソ
連軍の出動は日本国内においてソ連の社会主義を疑問視する風潮が芽生えた。さらに、1957年『前衛』3月
号、9月号において多数の科学者が日本共産党によって研究の自由を組織的に圧迫されたという事実が報じら
れることによって、マルクス主義理論およびその理論に立つ研究者の業績の科学性に対する疑問と不信を生じさせ
ていた。明治大学で社会文化史を専攻している須田努は、この頃の戦後歴史学はスターリンのソ連を除外し、
中国における革命の成功例と毛沢東思想に依拠する論理を展開していくようになったと分析している（注 5）。
　また、60年代は冷戦構造の確立化や日本政府が「明治百年祭」を推進するなどでイデオロギーの対立が激
しく見られた時期でもある。戦後歴史学も、この影響を回避することはできず、アメリカやそれに従属する日
本政府を「現代の帝国主義」と見なし、それらとの対立を激化させた。
　それを象徴する出来事が家永三郎のいわゆる「教科書裁判」である。家永は単独で執筆した『新日本史』が
1963年に検定不合格になったことを不服として、65年 6月に教科書検定制度は日本国憲法における教育基本
法に違反しているとして、東京地裁に提訴した。以後、合計三つの訴訟を起こし、1997年 8月まで裁判が行
われることとなる。
　家永のこの裁判には、少なくとも歴史学研究会は全面的で大規模な支援活動を行った。さらに裁判が起こる
前年には、戦後歴史学の歴史研究者たちが歴史教育者との連携を深め、日本教職員組合の教育集会が開かれ
た。ここに、日本国内において、「近代化」論を信奉する歴史観（歴史学研究会は、これは政府独自の史観だ
とする）と、それに異議を唱え、日本の近代、特にアジア・太平洋戦争前後の日本を全否定する歴史観の対立
が構築された。
　しかし当時、家永裁判の支援を受ける一方で、日本国民が全体として戦後歴史学が形成する歴史意識や歴史
観から乖離していくことに戦後歴史学の人々は不安を覚え始めていた。
　1967年の歴史学研究会の座談会において、遠山は中央公論社の『日本の歴史』などが爆発的に売れ、歴史
ブームが起こっている状況を「われわれの常識では理解できない」ことを吐露している（注 6）。
　この点に関しての考察は、上述した須田努と日本女子大学人間社会学教授である成田龍一は共に高度経済成
長の影響を指摘している。須田は高度経済成長を境にして、価値観の多様化、私的領域優先の生活などが起こ
り、およそ「国民的」という結束点が成立し得なくなっていた。このことから、戦後歴史学が主軸とする労働
階級層の開放という意義が見出しにくくなったと言う（注 7）。
 注 5：須田努『イコンの崩壊まで』（2008）p.20
注 6：歴史博研究会編『歴史学研究　第 320号』（1967）p.4
注 7：須田努　前掲書 注 1 p.132
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　成田は高度経済成長によって「日本」の自信が回復し、その下でアイデンティティを探る行為が始まってい
たことが関係していたと解説する（注 8）。従って、日本を賞賛するライシャワーの「近代化」論は比較的受け入
れやすく、逆に批判を中心とした戦後歴史学の論調は受け入れ難くなりつつあったと換言することができよ
う。
　須田、成田両者の指摘は共に戦後歴史学の凋落の前兆という考察を含んでいるようにも思える。おそらく、
この当時の重要な事柄は、家永裁判における大きな支援を受けてなお、戦後歴史学の研究者たちが自分たちと
は違う歴史観や歴史叙述を持つ出版物が世間で注目を浴びることに不安を抱いているという点であろう。
　それは裏を返せば、それらの歴史観の論理に十分な反論材料を持っていなかったことから起因する焦燥感で
もある。前述した通り、当時の戦後歴史学の歴史論理は階級闘争視点および社会主義、共産主義者の礼讃を多
分に含んでいた。それが 60年代に入り、それらの論理が徐々に崩れ始め、日本人全体としてマルクス主義史
観に疑問を抱くようになったのである。このことは、戦後歴史学が敗戦直後に掲げた「科学性」や「実証主
義」が脆弱になりつつあったことを暗示しているのではないだろうか。
　
4．戦後歴史学の模索
　上記のように、日本の一般国民との認識の乖離を危惧した戦後歴史学は、70年代に入ると、それを克服す
るために一般向けの学術書や研究会編集の日本史研究書を多く出版することになる。
　『歴史を学ぶ人々のために』全 3集（70年、77年、88年）がその例として挙げられる。この書籍は、題名
からでも分かるように、歴史学に興味のある一般人に対して歴史学研究会すなわち広義の意味での戦後歴史学
の歴史学の手法や主張を解説するために出版されたものである。
　その中では、「われわれ自身が歴史学を科学的に学んでいくということは、結論的にいえば、労働者階級の
立場に立つということであり、（中略）労働者階級の解放の立場に立つことであります（注 9）」という戦後から
堅持し続けている主張を改めて説明している。
　加えて、日本の現段階での人民闘争とは労働者階級、農民、勤労市民、知識人などの諸階級層が、アメリカ
帝国主義と日本独占資本に反対し、前者を駆逐、後者を打倒する闘争であり、これが今の日本の課題であると
訴えかけている。そして、その諸階級層を支配する立場にある日本政府の推進する歴史（学）とは、軍国主義
への従順な奉仕を強制させるためのものであると警鐘を鳴らす（注 10）。
　この時点における歴史学研究会のアジア・太平洋戦争に関する考察は、あくまで日本の侵略戦争に反対し、
戦った人民の闘争が主眼となっている。ここで言う人民とは、日本国民限定ではなく、日本の植民地支配に抵
抗した中国人や朝鮮人も含まれている。ただし、そうした植民地における地元民の抗日運動や日本の支配制度
の研究（これは特に朝鮮半島が該当する）は往々にして在日朝鮮人などの研究者に限定されていた。さらに言
えば、70年代ではアジア・太平洋戦争に関する研究はあまりなされてこなかった。
　一連の歴史学研究会が編集し、出版した日本史に関する通史シリーズにもそれが見て取れる。年代順に、
『講座日本史』、『太平洋戦争史』、『日本民衆の歴史』などが挙げられる。第二次世界大戦の項目でも、「ソ連と
世界人民の勝利」や毛沢東の「持久戦論」の解説など、共産主義圏の考察に紙数が割かれている。また、安保
闘争やアメリカ従属による日本帝国主義復活の危険性を指摘する項目も多いことも当時の特徴と言えよう。
　ただし、『日本民衆の歴史』では、例えば藤原彰が編集した 9巻の「戦争と民衆」の中では、「南京事件」や
「三・一独立運動」に関する日本軍の残虐さや日本の植民地統治の問題点を多少なりとも記述している。しか
しそれは上述したように、歴史学研究会すなわち戦後歴史学の主流の叙述スタイルではありえなかった。
　後年、深谷克巳が分析したように、この頃の戦後歴史学において「科学的歴史学」を標榜するということ
注 8：成田龍一『歴史学のポジショナリティ』校倉書房（2006）p.184
注 9：東京歴史科学研究会編『歴史を学ぶ人々のために』（1970）p.17
注 10：東京歴史科学研究会編　前掲書 注 9 p.172および p.216
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は、究極的に日本の社会主義への革命の実現という点から構想されていた（注 11）。すなわちそれは、日本軍な
どの中国・朝鮮半島における非道行為の叙述も、日本の社会主義化実現への一手法でしかなかったのである。
しかし、こうした戦後歴史学の活動も 1972年の連合赤軍の浅間山荘事件や 1976年のソ連のアフガニスタ
ン侵攻により、低迷を免れなかった。目の前で起こった社会主義の暴力の側面を目の当たりにした日本国民の
多くは社会主義国家のあり方に疑問を呈するようになる。それは戦後歴史学か提示しようとした、憧憬にも似
た開放のイメージとは程遠いものであったと言わざるを得なかった。
　以上の背景により、労働者階級の視点に立ち、日本の社会主義化を標榜するという戦後歴史学の活動は、そ
の学問的な意義を低下させていった。
5．考察されない 80 年代以降の戦後歴史学の活動
　以上、戦後から 70年代までの戦後歴史学の考察を行ったが、本論文以外にも戦後歴史学に関する研究論文
は数多く存在する。しかし、そのどれもが、1970年代までの考察しか行っていないのである。
　実際、戦後歴史学の人々が集まって過去十年分の総括を行う『現代歴史学の成果と課題』シリーズは、70
年代までしか存在しない。すなわち、1982年の執筆・編集で止まっているのである。
　後に、2002年 12月に『歴史学における方法的転回』を成果と課題シリーズの一環として出版しているが、
考察の期間が「1980年から 2000年」とかなり開きがある。しかも、前述の書籍の目的が 1996年に成立した
「新しい歴史教科書をつくる会」の歴史観を否定するという比重が高く、そのため、ほとんど 90年代後半から
の考察になっている感が歪めない。
　80年代から 2000年代までも考察している学術書は成田龍一の『歴史学のポジショナリティ』（2006年）と
『近現代日本史と歴史学』（2012年）くらいである。しかし、前者はやや難解な言い回しが多く、後者は記述
量自体がそれほど多くなく、共に問題点も抱えている。しかし、これはやむを得ない結果であろう。なぜなら
ば、70年代までの戦後歴史学の歴史叙述と 80年代以降のそれとは、明らかに異なっているからである。
　成田はこうした現象を、70年代 /90年代の歴史意識が、1980年代の変化によって切断されているからだと
している（注 12）。その変化とは何か。成田は 50年代から 70年代まで展開されてきた「戦後」思想は、その実
「日本戦後」の思想であり、「戦後を問うという行為そのものが日本のアイデンティティを探るための「自画
像」造りであった。
それが冷戦の崩壊した 1990年前後には、「日本戦後」はアジアの「他者」からの問いかけを受けることに
なったと述べている（注 13 ）。
　すなわち、日本政府や戦後歴史学が衝突し合いながら形成してきた、「日本の近現代史」という「日本の自
画像」が、アジアの「他者」から問いかけられるようになったということある。
　成田はその時期を 1990年前後としているが、より正確に指摘すれば、1982年に起きた、いわゆる「教科書
問題」がその変化の皮切りであったと言うことができる。
この問題の発端は、6月 26日の『朝日新聞』の第 1面に「教科書さらに『戦前』復権へ」という大きな見
出しが載せられたことから始まった。記事によると、この年の高校社会科教科書に対して、文部省が検定を強
化した、という内容であり、朝日新聞をはじめとした日本の主要メディアは一斉にこのことを報道した。
　このとき特に問題とされた表現は、満州事変以後の日本の軍事行動を中国への「侵略」から「進出」に書き
換えさせたというものであった。
こうした日本の報道を受けて、中国や韓国をはじめとしたアジアの国々が批判の声明を出し、一気に国際
問題へと発展した。しかし、一連の「文部省による記述の書き換え」は後に誤報であるということが判明す
る。
注 11：歴史学研究会編『歴史学研究　第 524号』（1984）p.10
注 12：成田龍一　前掲書 注 8 p.46
注 13：成田龍一　前掲書 注 8 p.365
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　『産経新聞』は 9月 7日に誤報であったことを謝罪する記事を掲載したが、奇しくも同じ月の『歴史学研究
　第 508号』で歴史学研究会は歴史学研究会委員会の名義で 7月 30日に発表した「侵略の歴史を改ざんする
教科書検定に改めて抗議する」声明を記載した。
　高岡裕之は、当時の「教科書問題」は戦後歴史学の学界内でも衝撃が大きかったことを証言しており、それ
までの日本国内の政治・経済構造の研究からアジアへの侵略戦争の展開を第一義とする枠組みへと変化したと
述べる。それは、日中戦争の悲惨な実相を明らかにしてきたつもりが、そうではなかったことを中国民衆から
告発されたからだと言う。
　「日本軍が中国でなにをしたかという戦争史の第一義的な問題」を解明する必要性が強調され、日本の民衆
に対して「侵略者・加害者として」の実像を「冷徹にとらえること」を課題の一つとするようになったのであ
る（注 14）。
　『歴史を学ぶ人々のために　第 3集』（1988年）がそのことを如実に表している。早川紀代は「十五年戦争
における国民が負うべき戦争責任について、戦争体験を直接持たない私も、ともに負うべき歴史的責任がある
のではないかと考えるようになった」と述べる。
　そしてその「負うべき歴史的責任」として、この書籍は、従来の人民闘争研究に中国人・朝鮮人の強制連行
などを取り扱い、日本の加害について触れるという手法に変化させているのである。
　早川が指摘した「戦争責任」という言葉や研究は 80年代以前にも存在していた。しかし、従来の戦争責任
とは、あくまで知識人や政府に対しての責任問題を論じる風潮が強かったのに対し、この時期の戦争責任論は
日本の一般民衆に焦点を当てている。
　家永三郎も 85年に『戦争責任』を出版している。この書籍の内容が、後に戦後歴史学全体としての「戦争
責任」論となっていく。本書で特に注目する点は、アメリカの帝国主義に関しての批判が極端に少ないという
ことである。上述してきたように、60年代、70年代における戦後歴史学はアメリカの帝国主義の批判を繰り
返してきたのであるが、家永の『戦争責任』で訴追されている対象は、日本に限定されている。
　例として挙げるならば、家永は原子爆弾で被爆した日本国民と朝鮮人連行者の被爆者に対し、日本政府は補
償すべきであると主張しているが、原子爆弾を投下したアメリカに対しては批判を行っていない（注 15）。
　また、家永の第三次教科書検定訴訟は 1984年に開始されたが、このとき問題となった箇所は七三一部隊や
南京事件など、アジア・太平洋戦争期に起きた日本（軍）の加害に関する記述に争点が置かれたこともこの
80年代からである。
　「教科書問題」を境にして、『歴史学研究』でも日本の加害責任に関連するような論文が数多く発表された。
また、学校教育の場でも戦後歴史学の影響として、教師が生徒に対して日本の戦争責任について考えさせる授
業が始まる。本多公栄の「ぼくらの太平洋戦争」などがそれに該当する。
　1982年から再び活動が活発になるかに見えた戦後歴史学であったが、大きな問題点も浮かび上がってきた。
ここでは、「七三一部隊」について説明していきたい。七三一部隊とは、戦時中、中国で生体実験を行なった
とされる日本軍の秘密細菌部隊であったと紹介する特集が 1980年代から『赤旗』で連載された。それを作家
の森村誠一と『赤旗』職員である下里正樹が 81年に『悪魔の飽食』として出版し、ベストセラーとなった。
翌年には『続・悪魔の飽食』と続編も出たが、この『続・悪魔の飽食』に使用された写真 35枚のうち 20枚が
虚偽のものであるという指摘が、1982年 9月 17日の『産経新聞』からなされた。
　記事によると、「明治四十三、四年南満州ペスト流行誌閉鎖写真帖」の写真が人体実験の証拠写真として扱
われており、しかも白衣の人物の帽子の赤十字マークが黒く塗り潰されていたなど、重大な改ざんが見受けら
れると指摘している。このことは、著者でもある森村にも情報が届けられ、原因の究明を行うと同日夕刊の産
経のインタビューに答えている。
　しかし、結局は原因の究明までには至らず、今日に至るまで問題となっている。その他にも、匿名による証
言者らによる証言に食い違いがあるなどの問題が指摘された。この証言に関しては、初版とそれ以降の版を比
注 14：歴史学研究会編『歴史における方法的転回』青木書店（2002）p.38-39
注 15：家永三郎『戦争責任』岩波書店（1985）p.5
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較すると、矛盾していた証言が整合性を持つように変更されている。このことに関する詳しい説明は、今日ま
でなされていない。
　上記のような点が、『産経新聞』をはじめ、様々な人々から疑問として投げかけられた。しかし、第三次家
永裁判の折り、七三一部隊の記述に関する場面において江口圭一が森村の『悪魔の飽食』などを挙げて、七三
一部隊の証拠として十分に解明されているので、教科書の記述は適当であると主張する場面がある（注 16）。
　しかし、上で紹介した写真の改ざんや証言の信憑性に関する説明はなされていない。こうした点は、『昭和
史』論争における戦後歴史学の姿勢と比べると、大きく異なっている。なぜこのような変化が起きたのか。こ
のことに関する十分な先行研究は成されていないが、その手掛かりとなる部分は見出すことができる。
　それは、『歴史を学ぶ人々のために　第 3集』において、小池喜孝が歴史学研究者に「苦言」という名の
「要望」を述べている箇所である。小池は、虐げられた人々とどのように連帯感を構築するかが肝要であると
主張し、「調査をする目的で入る場合と、連帯のために入るのではズレが出ると思います（注 17）」と述べている。
　小池のこの言葉は、受け取り方によっては、「虐げられた人々と連帯するために、学術的で科学的な実証研
究によって得られる歴史の証拠も時には目を瞑る」という解釈も成り立つのではないか。
　事実、小池は結論の部分で「我々はいつも、そういう人たちとの連帯、彼らが自立するための力になるんだ
という基本態度がやはり必要ではないか」、「科学的調査の方法だけでは、しいたげられてきた人たちの心の扉
はなかなか開かれないのではないでしょうか」と述べている（注 18）。
　先に紹介した歴史学研究会の「侵略の歴史を改ざんする教科書検定に改めて抗議する」声明文の中には、
「アジアの国々の民衆との連帯を損ねるもの」であるという文章が存在する。
　これこそが、成田の指摘した、70年代 /90年代を切断した 1980年代に変化した戦後歴史学の歴史意識では
ないだろうか。
おわりに
82年の「教科書問題」から再び息を吹き返したかに見えた戦後歴史学ではあったが、89年の中国における
天安門事件や 91年のソ連解体によって、戦後一貫して保持してきたマルクス主義史観が完全に崩壊あるいは
変質したことによって、その役割を終えることになる。しかし、歴史学研究会は現在でも活動を続けており、
毎月『歴史学研究』を発行している。
近年における歴史学研究会の報告では、1996年に設立された「新しい教科書をつくる会」の活動などの批
判が多いことが分かる。「つくる会」とは、60年代に出現した「近代化」論を踏襲する歴史観を持ち、日本の
植民地支配などをできる限り肯定的に考察していこうとする組織である。この点に関しては、戦後歴史学の歴
史観に対立する相手が日本政府から日本の市民団体に変化したと換言することができる。
歴史学研究会をはじめ、戦後歴史学を信奉する人々は「つくる会」の歴史観を「歴史修正主義」と言って
批判する。しかし、成田が指摘しているように、90年代に入ると新たな認識と傾向を持つ「歴史修正主義」
が学校教育の現場にも入ってくるなど、「戦後歴史学」の基盤を侵食するように台頭してくるのである（注 19）。
その原因は、ソ連の崩壊により、人々が完全に社会主義化を望まなくなっていったという点もあろう。し
かし、最も大きな要因は、戦後歴史学がかつて掲げた歴史の「科学性」と「実証主義」が脆弱となり、戦後歴
史学の内部でもそれを否定するかのような意見が出現したことである。先の小池の発言はまさにその典型的な
例である。
戦後歴史学が日本の歴史学に貢献した点は、歴史学を単純な学問の領域から脱皮させ、政治や教育とも関
連させたより大きな学術体制として確立させた点である。しかし、マルスクス主義史観にイデオロギー性を見
注 16：歴史学研究会編『歴史学研究　第 611号』（1990）p.26
注 17：東京歴史科学研究会編『歴史を学ぶ人々のために　第 3集』三省堂（1988）p.157
注 18：同上
注 19：成田龍一　前掲書 注 8 p.44
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出すその手法は、次第に日本国民から支持を失い、学問的な意義も衰退していった。
今日における日本の近代史、特にアジア・太平洋戦争の研究内容がこのような過程で成立していったこと
を十分に把握しておかねばならない。扱いの難しいこの時期の日本の歴史をどのようにして考察し、子供たち
に教えていくべきなのか。戦後歴史学の考察の変遷はそのヒントを私たちに教えてくれるのではないだろう
か。
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